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（別添１）
· １　この事前提出資料は、作成月の前月末の内容を記入すること。

２　パンフレット等の添付をもって該当項目の記載内容を省略できる。この場合、該当欄に「別添○○○のとおり」と記載すること。

３　複数のサービスについて作成し、記載項目が重複する場合には、１つのサービスのみ記載し、他は「○○○事業に記載のとおり」としてよい。

	指定（介護予防）認知症対応型共同生活介護　事前提出資料


１　事業所の概要（平成　　年　　月　　日現在）

（１）事業所の概要

	事業所の名称
	
	管理者の氏名
	

	事業所の所在地
	〒
	電話番号
	

	
	
	ＦＡＸ番号
	

	計画作成担当者の氏名

※該当する経歴等をチェックし、その他の場合は計画作成担当者とする際に重視した経歴を記載すること。
	□介護支援専門員          
□その他：(　　  　　　　）
	□介護支援専門員          
□その他：(　　  　　　　）
	□介護支援専門員          
□その他：(　　  　　　　）
	□介護支援専門員          
□その他：(　　  　　　　）
	□介護支援専門員          
□その他：(　　  　　　　）

	介護保険事業者番号
	
	事業開始年月日
	認知症対応型共同生活介護
	平成　　年　　月　　日

	
	
	
	介護予防認知症対応型共同生活介護
	平成　　年　　月　　日

	共同生活住居の数

（ユニット数）
	
	１つのユニットの定員
	人
	全ユニット総定員
	人

	利用者数実績

(直近３ヶ月の月末の平均)
	人
	前年度の平均利用者数

(前年度の各月の末日の平均)
	人
	割引率の設定
	　　 あ　り

(割引率：　　％)

　　 な　し


（２）協力医療機関等の概要
	協　力　医　療　機　関
	名称
	

	
	開設者
	

	
	所在地
	〒
	自動車等で移送する場合の所要時間
	分

	
	標榜診療科名
	

	
	病床数
	

	協力歯科医療機関
	名称
	

	
	開設者
	

	
	所在地
	〒
	自動車等で移送する場合の所要時間
	分


（３）代表者、管理者及び計画作成担当者に係る研修の受講状況

【代表者】

	受講者の氏名
	受講者の資格
	研修会の名称
	研修会の主催者
	研修終了日

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


【管理者】

	受講者の氏名
	受講者の資格
	研修会の名称
	研修会の主催者
	研修終了日

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


【計画作成担当者】

	受講者の氏名
	受講者の資格
	研修会の名称
	研修会の主催者
	研修終了日

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


２　指定事業所に係る従業者の状況

（１）従業者の内訳（平成　　年　　月　　日 現在）

	区分

氏名
	職　　種
	資　　格
	１週間に勤務すべき時間数
	専任

・

兼任

の別
	事業所別の１週間に勤務すべき時間数の内訳

	
	
	
	
	
	認知症対応型共同生活介護
	
	
	
	
	
	
	計

	
	
	
	Ｈ
	
	Ｈ
	Ｈ
	Ｈ
	Ｈ
	Ｈ
	Ｈ
	Ｈ
	Ｈ
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	Ｈ

	
	
	
	Ｈ
	
	Ｈ
	Ｈ
	Ｈ
	Ｈ
	Ｈ
	Ｈ
	Ｈ
	Ｈ
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	Ｈ

	
	
	
	Ｈ
	
	Ｈ
	Ｈ
	Ｈ
	Ｈ
	Ｈ
	Ｈ
	Ｈ
	Ｈ
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	Ｈ

	
	
	
	Ｈ
	
	Ｈ
	Ｈ
	Ｈ
	Ｈ
	Ｈ
	Ｈ
	Ｈ
	Ｈ
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（注）１　この表は管理者及び当該事業所に勤務する全ての従業者の内訳を記入するものである。

　　　２　「職種」には、当該事業所で複数の職を兼務している場合は、「○○(兼)○○」と兼務内容がわかるように記入すること。

　　　３　「事業所別の１週間に勤務すべき時間数の内訳」には、各事業毎の従事時間の内訳を記入すること。
（２）職種別の４週間の従業者勤務表　〈平成　　年　　月分〉

 常勤の従業者が１週間に勤務すべき時間数：　　　時間 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　《職種：　　　　　　　　　》

	日(曜日)

氏　　名
	第　１　週
	第　２　週
	第　３　週
	第　４　週
	日数合計

（単位：日）
	時間合計

(単位：時間）

	
	１
	２
	３
	４
	５
	６
	７
	８
	９
	10
	11
	12
	13
	14
	15
	16
	17
	18
	19
	20
	21
	22
	23
	24
	25
	26
	27
	28
	
	

	
	※
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	Ｄ
	Ｅ
	Ｆ
	Ｇ
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	人

数

計
	Ａ
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	勤務形態符号（勤務時間帯）
	実時間

	
	Ｂ
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	Ａ－　（  　：　　～　　：　　）

Ｂ－　（  　：　　～　　：　　）

Ｃ－　（  　：　　～　　：　　）

Ｄ－　（  　：　　～　　：　　）

Ｅ－　（  　：　　～　　：　　）

Ｆ－　（  　：　　～　　：　　）

Ｇ－　（  　：　　～　　：　　）
	H

H

H

H

H

H

H
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（注）１　本表は、実地指導実施日の直近の月の勤務実績を記入すること。

　　　２　「 ※  」は、当該月の曜日を記入すること。

　　　３　本表は、職種別に別葉とし、従業者の勤務形態について勤務形態の符号の区分により作成すること。

　　　４　勤務形態の符号は、勤務実態に即して種類を設けること。

　　　５　本表の内容が確認できれば、既存の「従業者の勤務割（シフト）表」をもって代えることができる。
３　身体拘束廃止に向けた取り組み状況（Ⅱ－１）

ア　身体拘束廃止のための具体的な取り組み方法及び職員に対する研修等の実施等

	


イ　行動障がいのある方の状況

　　ここで規定する行動障がいとは、結果として身体拘束を行う要因となるような行為を言います。程度の高低により判断するのではなく、身体拘束をせざるを得ない状況の利用者全てを人数で報告してください。

　　※　　　　　　名　基準日（平成　　年　　月　　日現在）
　　※具体的な行動障害内容

	


ウ　身体拘束を行っている方の状況

　　上記イに計上した方、全員を下欄に記載してください。実地指導において詳しく伺いますので概要程度で結構です。　基準日（平成　　年　　月　　日現在）
	ケース番　号
	年齢
	利用開始年月日
	利用者の状況及び具体的な拘束の状況
	利用者及びその家族に対する説明及び同意の有無
	記録の有無
	検討状況

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


※　施設で既に作成している資料があれば代替して差し支えない。また、適宜、欄を追加して作成すること。
４　認知症対応型共同生活介護計画の作成状況　（利用者一覧表、作成月の前月１か月間の利用者について作成）

（平成　　年　　月分）

	被保険者番号
	利用者氏名
	担当介護支援専門員（計画作成担当者）氏名
	備　　　　考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


※　利用者名簿等既存の資料がある場合は、当該資料（コピー等）の利用可（ただし、担当介護支援専門員（計画作成担当者）氏名を追記すること）。

５　添付資料（次の書類を添付すること。）

　　①　運営規程
　　②　利用者と締結する契約書（様式）

　　③　利用者に説明する重要事項説明書（様式）

　　④　就業規則

　　⑤　介護給付費請求書（レセプト）（控え）の写し（本資料作成月の前月分）
　　⑥　当該事業所の平面図（併設事業所等の場合は（介護予防）認知症対応型共同生活介護で使用する区域を蛍光ペン等で区分すること）
　　⑦　既存のパンフレット等
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